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おいらせ町新庁舎建設基本構想・基本計画策定業務委託仕様書 

 

1 業務名  

おいらせ町新庁舎建設基本構想・基本計画策定業務委託(以下、「本業務」という。) 

 

2 業務の目的 

本業務は、おいらせ町（以下、「発注者」という。）の新庁舎を建設の検討の経過や基本的な

考え方（コンセプト）についてまとめた基本構想の策定と、それに基づき、新庁舎の規模、必

要な機能、配置計画、事業手法、概算事業費、全体スケジュール等をまとめた基本計画を策

定することを目的とする。 

 

3 業務の期間  

契約締結の日から令和６年６月２８日まで 

 

4 業務実施の留意点 

（1） 受託者は、業務の実施にあたり、本仕様書に基づくとともに、関係法令等を遵守すること。 

（2） 受託者は、業務の実施に当たって発注者と協議を行い、その意図や目的を十分に理解し

た上で適切な人員配置のもとで進めること。 

（3） 受託者は、業務の進捗に関して、発注者に対して定期的に報告を行うこと。 

（4） 受託者は、自らの組織の中から、管理技術者を選任し、発注者に通知すること。 

（5） 受託者は、本業務の一部を再委託する場合は、あらかじめ発注者に再委託承諾願を提出

し、承諾を得ること。 

（6） 受託者は、業務実施に当たって、おいらせ町新庁舎建設庁内検討委員会等の意見を踏

まえ、調査、検討の上進めること。 

（7） 業務の実施に関し、疑義が生じた場合には速やかに発注者と協議を行い、指示を仰ぐこと。 

（8） 当町の各種計画や報告書との整合性を図ること。 

・おいらせ町総合計画（平成３１年～令和１０年） 

・第２次おいらせ町総合計画 前期基本計画（平成３１年～令和５年） 

・おいらせ町都市計画マスタープラン（平成２９年１１月） 

・おいらせ町立地適正化計画（令和５年９月） 

・おいらせ町地域防災計画（令和５年４月） 

・新町建設計画（平成１７年３月策定 令和３年３月変更） 

・第２９８号 新庁舎整備検討基礎調査業務委託報告書（平成３０年３月） 

・庁舎整備検討報告書（平成２５年７月） 

・新庁舎建設候補地の検討結果報告書（令和５年１月） 



 

2 

 

 

5 検討敷地概要 

平成２５年度に新庁舎建設庁内検討委員会が設置され、新庁舎の建設候補地の選定作業

を進めてきた。その中で、令和４年６月に掲げられた政策公約の中に、おいらせ病院移転

建替えの推進が加えられ、新庁舎建替えとともにおいらせ病院の移転候補地の検討も合わ

せて行うこととなった。イオンモール下田西側部分は、町が公表しているハザードマップの

津波等の浸水区域外に位置し、この場所に新庁舎と病院を配置することで、行政サービス

から保健・医療まで幅広い対応が可能となる。また、イオンモール下田との連携によるまち

づくりにつながるほか、地域の活性化、経済性に適した場所と考えられるため検討敷地とし

て選定した。 

所 在 地：青森県上北郡おいらせ町中平下長根山及び中野平の一部 

   位 置 図：青⇒買収予定敷地 赤⇒建設検討敷地 

   買収予定敷地：約４５，０００㎡ 

     建設検討敷地：約３０，０００㎡ 

用 途 地 域：近隣商業地域（容積率２００％ 建ぺい率８０％）※建設検討敷地 

地 区 計 画：菜飯地区計画（平成１８年条例第１４４号） 

浸水想定等：区域外（津波、洪水、火山災害） 

 

 

イオンモール下田 
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6 業務内容  

（1） 基本構想の策定 

受託者は、「４ 業務実施の留意点 （８）」に示す各計画や報告書との整合性を図り、基本

構想の策定をすること。 

ア. 新庁舎建設候補地の選定の背景、検討経過と現況についての整理 

イ. 新庁舎建設に関する基本的な考え方（コンセプト）の検討 

（2） 基本計画の策定 

受託者は、「６ 業務内容（１）の基本構想の策定」及び「４ 業務実施の留意点 （８）」に示

す各計画等との整合性を図り、同敷地内に建設予定の病院配置計画との調整を行い、庁

舎の建設予定地の立地特性を踏まえた設計の基礎となる具体的な基本計画の策定をす

ること。 

ア. 現状調査 

配置計画や造成計画作成のために、庁舎建設予定地について形状、高低差、起伏

等の情報をまとめる。 

イ. 新庁舎への導入機能について 

具体的な導入機能（執務機能、議会機能等）について整理、検討を行う。 

ウ. 適正規模について 

導入機能や将来的な職員数を考慮し、想定される庁舎規模を算出する。比較検討で

きるように複数案作成すること。 

エ. 造成計画 

現状調査でまとめた情報等をもとに、配置計画作成のための参考となる敷地内の造成

計画を作成すること。 

オ. 配置計画 

庁舎建設検討敷地内において、庁舎及びその付帯施設（駐車場、車庫等）と、同敷地

内に移転予定のおいらせ病院の配置計画との調整を行い、新庁舎の配置計画を複

数案作成すること。おいらせ病院の施設想定面積は以下のとおり。 

・おいらせ病院想定 

項 目 内 容 

建 築 面 積 ３，３５０㎡ 程度 

延 床 面 積 ７，３６０㎡ 程度 
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カ. 周辺環境の整備について 

敷地周辺の道路、雨水排水等の整備状況について調査し、安全性や利便性向上の

ための整備方針について提案すること。 

キ. 構造形式について 

庁舎の構造形式について比較検討し、適したものを提案すること。 

ク. イニシャルコスト（本体工事、付帯・外構工事等）の概算事業費の算出と比較検討を行

う。 

ランニングコスト（運用費、保全費、更新費、一般管理費等）の概算事業費の算出と比

較検討を行う。 

ケ. 周辺施設との連携について 

まちづくりにおける拠点施設であることから、同敷地内に移転予定のおいらせ病院や、

隣接する大型商業施設等との連携向上が図られる手法について提案すること。 

コ. 事業スケジュール 

工事完了を見据えた、着工までの事業全体に関する手順やスケジュールについてまと

めること。 

サ. 住民説明会の資料作成 

住民説明会等で使用する、基本構想及び基本計画の概要版の作成を行う。（説明会

の運営は発注者側で行う。） 

シ. その他 

・おいらせ病院の移転計画、隣接する大型商業施設の計画と一体となるよう、病院や商

業施設関係者及び発注者と情報を共有し、連携を取りながら基本計画の作成を行うこ

と。 

・業務内容は概要を示したものであり、業務の実施にあたっては発注者と十分打合せを

行うこと。 

 

7 業務の着手 

（1） 受託者は、契約締結後速やかに業務計画書を作成の上、発注者の承認を得ること。 

（2） 業務計画書には次の事項を記載すること。 

ア. 検討項目 

イ. 実施方針 
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ウ. 業務工程表 

エ. 実施体制図及び組織図 

オ. 担当技術者一覧及び経歴書（協力企業等含む） 

 

8 打合せ及び記録 

業務を適正かつ円滑に実施するため、発注者と受託者は常に密接な連絡を取り、業務の

方針、条件等について協議を行うものとする。また、協議結果については受託者が書面

（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認するものとする。 

9 成果品 

受託者は、次に掲げる成果品を提出するものとする。 

ア. 「基本構想・基本計画（本編）」 ５０冊 

イ. 「基本構想・基本計画（概要版）」 ３００冊 

ウ. 上記ア～イのデータを次に掲げる形式で電子媒体に保存し、提出すること。また、製

本した成果品の体裁を PDF形式に整理・変換したファイルも合わせて提出すること。 

・文書等      Microsoft office Word 及び Power Point 形式 

・表及びグラフ  Microsoft office Excel 及び Power Point 形式 

・写真       Jpeg形式 

・図面データ   ｊｗｗ形式及びｐ21形式 

エ. 電子媒体（CD-Rまたは DVD-R） 

 

10 引渡し前における成果品の使用 

履行期間途中においても、受託者がこれを承諾した場合には、発注者は成果品の全部ま

たは一部を使用することができるものとする。 

 

11 適用基準等 

適用基準等は、次によるものとする。（最新版） 

特記なき場合は、国土交通大臣官房長官長営繕部が制定または監修したものとする。 

（１） 官庁施設の基本的性能基準 

（２） 官庁施設の企画書及び設計説明書作成要領 

（３） 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

（４） 官庁施設の総合耐震診断・改修基準 



 

6 

 

（５） 官庁施設の環境保全性基準 

（６） 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

（７） 官庁施設の防犯に関する基準 

（８） 建築設計基準 

（９） 建築構造設計基準 

（１０） 構内舗装・排水設計基準 

（１１） 建築設備計画基準 

（１２） 建築設備設計基準 

（１３） 建築設備耐震設計・施工指針（（一財）日本建築センター） 

（１４） 雨水利用・排水再利用設備計画基準 

（１５） 官庁施設における雪冷房システム計画指針 

（１６） 地球温暖化対策に寄与するための官庁施設の利用の手引き 

（１７） 建築物のライフサイクルコスト評価用データ集（公益財団法人ロングライフビル推進協会） 

（１８） 新・ＬＣ設計の考え方（同上） 

（１９） 建築のライフサイクルコストと維持保全（同上） 

（２０） 特殊建築物等定期調査業務基準（（一財）日本建築防災協会） 

（２１） 建築設計業務等電子納品要領 

（２２） 建築 CAD図面作成要領 

 

12 成果品に係る著作権 

（１） 受託者は、本業務に係る成果品、資料等の所有権及び著作権は全て成果品の引渡し時

に発注者に譲渡するものとする。 

（２） 受託者は、発注者の承諾を得ることなく成果品等の内容を公表してはならない。 

（３） 受託者は、著作権法第２０条第 1項に規定する権利を行使してはならない。 

（４） 受託者は、当町に引き渡した成果品の全てについて第三者の有する著作権等を侵害す

るものではないことを保証するとともに、第三者の有する著作権を侵害した場合は、その

損害を補償し、必要な措置を講じなければならない。 

（５） 受託者は、第三者の有する特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の知的財産を使用

するときは、その使用に関する責任を負わなければならない。 

 

13 その他 

（1） 本業務の履行にあたり、地方自治法、地方自治法施行令、当町条例・規則等の関係法令

を遵守しなければならない。 

（2） 本業務で作成した資料は、全て発注者に帰属するものとし、発注者の許可なく、公表、貸

与または複写してはならない。 
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（3） 本業務に必要な書籍等で販売されているものについては、受託者の負担において備える

ものとする。 

（4） 受託者は、本業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

（5） 受託者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他日本国内の法令に基づき保護

されている第三者の権利対象である履行方法を当町が指定した場合、その履行方法の使

用について、発注者と協議しなければならない。 

（6） この仕様書に定めのない事項については、その都度発注者、受託者協議の上決定するも

のとする。 


